
①まずはこちら！！！

 当支援金は返還要件があります。下記、注意事項　　　　をご確認ください。

 申請書はお預かり後の返却（コピーやデータ含む）はできません。

 ※控えが必要な場合は、あらかじめ申請前にコピーをとっておいてください。

 移住元での業務を移住先においても引き続き行い、週20時間以上のテレワーク勤務ですか。

　 ＜注意＞
　 勤務日数の5分の1を超えて東京へ行く場合や通勤手当(定期相当分)の支給を受けている場合は、
　 テレワークに該当しません。

移住支援金申請書類（テレワーク）提出前確認リスト

基本の確認

 申請書は正しい期間に提出されていますか。（福島市の住民となった年月日から1年以内）

 申請書類の修正箇所がある場合は訂正印（シャチハタ等のスタンプ印不可）が押印されていますか。

 必要な書類は全て揃っていますか。

移住支援金の交付を受けた方につきましては５年間の報告が必要です。

①継続就業の報告

申請から５年を経過するまでの間、１年ごとに就労先である事業者が発行する「就業証明書（第２号様式）」

の提出が必要です。

②転出・転居の報告

申請から５年を経過するまでの間に、「福島市から転出する場合」または「福島市内で転居する場合」は「転

出・転居先報告書（第８号様式）」の提出が必要です。

移住支援金を支給された後、次のいずれかに該当する場合は、交付された移住支援金の返還が必

要となります。

【全額】

・虚偽の申請またはその他不正の手段により移住支援金の支給を受けた場合

・移住支援金の申請日から３年に満たない期間において、福島市から転出した場合

【半額】

・移住支援金の申請日から３年以上５年以内に福島市から転出した場合

－ 注意事項 －



②申請書は正しく記入されていますか？

 5.移住元（転入前）の住所について、5年以上の期間が記載されていますか。

移住支援金交付申請書兼実績報告書（第１号様式）の確認

 右上の「申請年月日」は提出日当日の日付になっていますか。　　　　※申請年月日は書類が全て揃った日以降

 2.移住した日について、正しい移住日が記載されていますか。

　＜参考＞ここに記載されています↓
　住民票の除票：転出地（福島市）欄の転出年月日（届出日・通知日ではありません）
　戸籍の附票：福島市住所欄の住定日

 3.移住支援金対象内容（世帯構成・種類）について、正しい箇所に○がついていますか。

　＜参考＞　種類について
　就業：県マッチングサイト・プロ人材 ／ テレワーク ／ 関係人口 ／ 起業：県起業支援金活用者

 3.移住支援金対象内容（人数）について、申請者以外の正しい人数が記載されていますか。

 4.確認事項について、該当する欄全てに〇がついていますか。

 5.移住元（転入前）の住所について、記載した期間・住所地は、添付書類（戸籍の附票や住民票の除票）と一致して
いますか。

　＜参考＞期間についての書き方
　始まりの日は、該当住所の住民票の除票：住民となった年月日から
　　　　　　　　　　　　　　戸籍の附票：住定日から
　終わりの日は、次の住所地の住民となった日（住定日）の前日まで

 6.東京23区での就労履歴について、記載した期間・就労先住所は添付書類（在籍証明書もしくは退職証明書・離職票
等）と一致していますか。

　＜注意＞就労情報について
　添付書類（在籍証明書もしくは退職証明書・離職票等）で通勤期間・通勤場所・雇用保険の加入期間などの確認が必須となります。
　※必要な情報が不足している場合、再取得をお願いすることがありますのでご注意ください。

 9.申請者の口座情報について、申請者名義の振り込みが可能な口座が記載されていますか。

 6.東京23区での就労履歴について、23区外の居住期間がある方は、その期間の就労情報が記載されていますか。

 上記、「5.移住元（転入前）の住所」および「6.東京23区での就労履歴」を合算すると、
　 ①移住前直近10年間の内、5年以上、23区内に「居住」または「東京圏から通勤・通学」をしていた
　 ②直近1年間は、23区内に居住・通勤していた期間が「連続」している
 この①・②の要件をどちらも満たしていますか。

 8.移住支援金交付申請額について、正しい金額が記載されていますか。
   うち、子育て加算がある方については、正しい人数が記載されていますか。

　※子育て加算の対象者は、申請年度の4月1日時点の年齢が18歳未満であること。 （ただし申請年度の4月2日が18歳の誕生日の者は対象）



③添付書類は揃っていますか？

 【23区外に居住し、23区内に通勤していた方は必須①】
 東京23区での就労履歴について、氏名・生年月日・入社年月日・退職年月日・就業先(所属)・勤務地住所(通勤場所)・就業(通勤)
 期間・雇用保険の被保険者期間・就業先の名称/代表者職氏名/就業先(本社)の所在地が確認できる書類が添付されていますか。
（在籍証明書または退職証明書・離職票など）

　 ※本社所在地ではなく申請者が勤務（通勤）していた事業所が東京23区内であることが必要です。

　 ※23区内で法人経営者または個人事業主であった方は、上記の書類に代えて履歴事項全部証明書もしくは開業届の写しをご提出ください。

添付書類の確認

 福島県移住支援事業(移住支援金)に係る個人情報の取扱い（第1号様式の別紙1）が添付されていますか。（日付は提出日当日の日付）

 移住支援金の交付申請に関する誓約事項（第1号様式の別紙2）が添付されていますか。（日付は提出日当日の日付）

 交付申請書兼実績報告書に記載した、「移住元（転入前）の住所」に居住していた期間が確認できる住民票の除票や戸籍の附票が
 添付されていますか。

　 ※移住日から直近１０年間の内、東京２３区もしくは東京圏に居住していた期間が合算して５年以上あることが必要です。(直近１年間含む）

 【世帯での申請をする方は必須】
  世帯での申請の場合、移住直前の住所地の「世帯全員分の住民票の除票（続柄が記載されているもの）」は添付されていますか。

　 ※移住前と申請時において同一世帯であることの確認が必要です。（世帯主・妻・子など）

 　※続柄が無いものは世帯の確認資料としてお預かりできません。

 　※戸籍の附票のみでは「同一世帯」であることの確認はできません。

 【23区外に居住し、23区内に通勤していた方は必須②】
 上記①の在籍証明書または退職証明書で、雇用保険加入の期間が確認できない場合、離職票等の雇用保険の被保険者であったこと
 が確認できる書類が添付されていますか。

　 ＜注意＞健康保険・厚生年金保険 被保険者資格喪失証明書は雇用保険の証明書ではありません。

 顔写真付き身分証明書の写しが添付されてますか。

 【企業に雇用されてテレワークを実施している方】
 就業証明書（第2号様式の2）が添付されていますか。

 交付申請書兼実績報告書に記載した申請者名義の通帳もしくはキャッシュカードの写しが添付されてますか。

 　※氏名変更されている場合は、変更後の通帳もしくはキャッシュカードの写しが必要です。

 【個人事業主でテレワークを実施している方】
 下記、①～④の書類が全て添付されていますか。

　 ①就業証明書（第2号様式の3）

　 ②業務委託契約書 等（移住前の業務を継続して行うことが確認できる書類）

 　③開業届の写し　（※未届の方は、代わりに確定申告の写しをご提出ください。事業の継続を確認いたします。)

　 ④申請前３か月間において当該テレワークの実態（収入）が確認できる書類

 【23区内の修学期間を含める場合は必須】
 移住元で修学していた大学等の卒業証明書等が添付されていますか。

 　＜注意＞
 　移住元で就労していたことがわかる書類、上記【23区外に居住し、23区内に通勤していた方①・②】も併せて必要です。



◆住民票の除票について

住民票の除票とは、転出や死亡などにより、その市区町村の住民基本台帳から除かれた住民票のことです。

※各市町村ごとに様式が違いますので、自身の市町村様式をご確認ください。

◆戸籍の附票について

◆退職（在籍）証明書について
※指定の様式はありません。勤務先の様式にて必要情報をご証明ください。

上記のとおり、証明いたします。

就業先名称

代表者職氏名

就業先(本社)の所在地

＜例＞

令和〇年〇月〇日

理由 自己都合による退職

就業先・所属

就業期間

就業場所（住所）

雇用保険被保険者期間

退職（在籍）証明書

氏名

生年月日

入社年月日

退職年月日

印

＜例＞

　■■　■■

性別

　【住　所】 東京都○○区***

　【住定日】 令和〇年〇月〇日

　【住　所】 東京都○○区***

　【住定日】 令和〇年〇月〇日

　【住　所】 東京都○○区***

　【住定日】 平成〇年〇月〇日

この写しは、戸籍の附票の原本と相違ないことを証明する。

発行年月日 ●●県●●市長

全部証明

本　　籍

氏　　名

附票に記載されている者

氏　　名

生年月日

　○○県○○市***

＜例＞

氏名 生年月日

注 世帯主 性別

意 続柄
住民となった

年月日

*** ***

***

***

本籍 筆頭者

転入前住所

【除票記載事項】

転出先住所（予定）：福島県福島市***番地

転出先住所（確定）：福島県福島市***番地

届出日：令和〇年〇月○日

事由の生じた年月日：令和〇年〇月〇日

（消除理由：●●●）

転入通知年月日：令和〇年〇月〇日

転出年月日：令和〇年〇月〇日

【以下余白】

発行年月日 ●●県●●市長

住民票（除票）

住所

この使用者（会社）の情報は、通勤先住所の証明となりません。

上記の証明欄の枠内に通勤先住所の記載をしていただくよう勤務先に

ご依頼ください。

この欄で、２３区の企業に勤務（通勤）していた内容を確認します。

戸籍の附票とは、その戸籍が作られてから現在（または除籍される）

に至るまでの住所の履歴を記録した書類です。

移住元（転入前）の住所を合算して確認できます。

※婚姻等により戸籍が新たに作られ、現在の附票で移住元の住所が５年以上

確認できない場合は、婚姻前の戸籍の附票が必要となります。

よくある注意点

注意 ＜例＞
性別 続柄 住民となった 年月日

***

*** ***

*** ***

*** ***

本籍 筆頭者

転入前住所 *** *** *** ***

転出予定地
（届出日）

令和〇年〇月○日

転出地
（転入通知年月日）
令和〇年〇月〇日

　令和〇年〇月〇日　転出届

　転入通知により転出先確定

●●県●●市長

氏名

届出年月日

生年月日

発行年月日

住民票（除票）

住所

（事由の生じた年月日）
令和〇年〇月〇日

（転出年月日）
令和〇年〇月〇日

福島県福島市***番地

福島県福島市***番地

世帯主

住所を定めた
年月日 世帯で申請する方は、

移住元で同一世帯であることを確認します。

記載情報が【省略】されている場合は、再取得
が必要となります。

証明書発行の際はご注意ください。


